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AKP DYP ANAP DSP CHP HADEP/EHAP/HDP MHP GP 他の政党 無所属
2002 79.1 34.3 9.5 5.1 1.2 19.4 6.2 8.4 7.2 7.6 1.0
2007 84.3 46.6 5.4 20.9 14.3 3.0 4.6 5.2
2011 87.2 49.8 ―― ―― ―― 26.0 ―― 13.0 ―― 4.6 6.6









































本規模二四八三）でも、ＡＫ が過半数を失った理由は何かと問いへの答えで最も多かったのは「エルドアンの発言」 （一 ）だった（参考文献③） 。
図２　経済成長率の与党得票率変化への影響（1950～2015年）
（注）＊　　AKP が与党の時の選挙。














































れるトルコの比例代表選挙では党として候補者を立てる方が無所属候補を立てるよりも当選確率が高まるが、党が足切りにかかれば議席がゼロになるという点で、この決定は損失と見返りがとも 高い賭だった。ただ、損失 高いことは逆に一〇％を超える得票率を実現させる必要性を高め しかもそれが実現可能範囲にあった（大統領選挙でのデミルタシュ票を〇・二％上積みすればよい）ことは有権者の動員力を高めた。さら 選挙戦中にデミルタシュが発した「おまえを（大統領制における）大統領にはさせない」とのスローガンは、 （特定の目的のため、本来の支持政党で ない政党に投票するという）戦略的投票の意識を大統領制導入反対勢力の間に高めた。●ＡＫＰから 離 票の行方　
それでは前回総選挙でＡＫＰを
支持していた層 の離 票はどの党へ流れたのか。ＡＫＰの得率が前回二〇一一年総選挙 四九％から今回の四一％に約八％後退したことは、ＭＨＰとＨＤＰとへのＡＫＰ票の流出によるところが大きい。ＩＰＳＯＳの調査は、ＭＨＰ投票者の二八％、ＨＤＰ投票
者の二二％が、前回二〇一一年総選挙でＡＫＰに投票したことを示した（ＡＫＰ投票者のうち前回総選挙で他の党に投票したのは三％のみ） 。　
これは、ＡＫＰが前回二〇一一
年総選挙の得票率の四％ポイント近くをＭＨＰへ、約三％ポイントをＨＤＰへ失ったことを意味する。このＭＨＰとＨＤ のＡＫＰ票の流出は、Ｉ ＳＯＳ 世論調査でＭＨＰに投票した者の二七％、ＭＨＰに投票した者の二一％が「他党を阻止できると考えられる政党なので投票した」と回答したこととも整合的である。郡別得票データを用いたＫＯＮＤＡ 分析でも、ＡＫＰは有効投票数の三・七％をＨＤＰへ、それと同等のをＭＨＰへ失った される（参考文献④、一〇四ページ） 。　
ＡＫＰが今回の総選挙で前回総
選挙から失った票の選挙区別比率（選挙区は、三大県を除く各県に一致）の分布をみると、東部・南東部に当たるクルド地域に集中していることがわかる（図３） 。特にクルド地域におけ 有権者は信仰心が強 ため、クルド系政党または宗教保守的な政党（二〇〇二年以降はＡＫＰ）を支持してきた。
図３　AKP の得票率減少の県別分布
（注）　前回総選挙からの AKP 得票率減少パーセンテージ。
















選挙結果が六月一八日に確定しても首班指名を行わずに国会議長（および議長団）選出を先行させた。過去において大統領は選挙結果確定後遅くとも一週間後（今回では六月二五日 相当）に首班指名していたが今回大統領がダウトールを首班に指名したのは、国会議長団選出（七月八日）後の七月一〇日だった（憲法が め 新政府樹立の期限は議長団選出後四五日である） 。その め、ダウトールを首班とする正式な連立交渉開始は通常より二週間以上遅れた。さらに国会議長選挙が首班指名に先行したことに 、国会議長ポストを連立交渉の対象 ことができなくなり、連立候補政党の交渉の困難を増した。実際、国会議長選挙で（野党間の協力がなかったこともあり）ＡＫＰ候補が勝利しことは、ＡＫＰとその連立候補であるＣＨＰやＭＨＰとのの溝を深めた。選挙後の政局は再
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 間寧「トルコにおけるクルドの春」 （ 『アジ研ワールド・トレンド』二〇一三年八月号） 。
